
文化芸術分野の適正な契約関係構築に向けた検討会議 

取扱要項 

 

令和３年９月８日 

                               文化庁長官決定 

 

１．趣旨 

  文化芸術の担い手である芸術家等が契約内容を十分に理解した上で安心・安全な環

境で業務に従事できるよう、このたび、外部有識者による「文化芸術分野の適正な契

約関係構築に向けた検討会議」（以下「検討会議」という。）において、契約書のわかり

やすいひな型を作成するとともに、関係者の理解を促進し、書面化を推進することに

より、適正な契約関係を構築し、ひいてはプロフェッショナルの確立を目指し、安心・

安全な環境での持続可能な文化芸術活動の実現を図ることとする。 

 

２．検討事項 

（１）文化芸術分野において契約の書面化が進まない理由 

（２）契約書がないことによって生じる問題 

（３）わかりやすい契約書のひな型と解説の作成 

（４）契約の書面化に向けた関係者の理解促進や作成支援 

（５）契約書の必要性や理解を深める広報啓発 

（６）その他必要な事項 

 

３．開催方法 

（１）検討会議は、別紙に掲げる委員で組織する。 

（２）検討会議には、座長及び副座長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

（３）検討会議は、必要に応じて構成員以外の者の出席を求めるものとする。 

（４）検討会議には、必要に応じて作業部会を設置する。 

（５）検討会議は、原則公開とする。ただし、個人情報を含む事項を扱う場合その他正

当な理由により非公開とすることが適当と認める場合は、会議の合意を得て非公

開とすることができる。 

   

４．設置期間 

  令和３年９月８日～令和４年３月３１日 

 

５．その他 

検討会議の庶務は、関係各課室の協力を得て、文化庁文化経済・国際課文化芸術活

動基盤強化室において処理する。 
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